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(57)【要約】
　本発明は、無線航法信号受信機の位置決定方法に関し
、本方法は、複数の地上位置及び時間値について、無線
航法信号源によって送出される信号の受信特性を、前記
信号源の位置、電磁波伝搬モデル、及び各位置の環境の
地形情報の関数として予測するステップ、受信機が無線
航法信号を受信するステップ、受信機によって受信され
た信号の受信特性を測定するステップ、及び実際に測定
された特性と予測特性とを処理して受信機の位置決定情
報を供給するステップを含む。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線航法信号受信機の位置決定方法であって、
　－無線航法信号源によって送出される信号の受信特性を、複数の地上位置について、前
記信号源の位置、電磁波伝搬モデル、及び前記地上位置の各々の環境について既知の地形
情報の関数として予測する予測ステップ、
　－前記受信機が無線航法信号を受信する受信ステップ、
　－前記受信機によって受信される信号の受信特性を測定する測定ステップ、及び
　－実際に測定された特性及び予測特性を処理して前記受信機の位置決定に関連する情報
を供給する処理ステップ
を含むことを特徴とする方法。
【請求項２】
　処理ステップが、実際に測定された特性を予測された特性に一致させて前記受信機に可
能な少なくとも一つの位置を供給するステップを含むことを特徴とする、請求項１記載の
方法。
【請求項３】
　処理ステップの間に複数の位置予測が同程度の一致度を有する場合、受信機の変位及び
少なくとも２つの連続する受信機の位置を外挿することにより、可能な位置の内の一つを
選択することを特徴とする、請求項２記載の方法。
【請求項４】
　受信される航法信号に基づき、前記受信機によって凡その位置を決定するステップを含
むこと、及び処理ステップの間、位置決定に関連する情報が、前記受信機により決定され
る凡その位置に適用される補正情報を含むことを特徴とする、請求項１ないし３のいずれ
か一項に記載の方法。
【請求項５】
　受信される航法信号に基づき、前記受信機によって凡その位置を決定するステップを含
むこと、及び処理ステップの間、位置決定に関連する情報が、前記受信機により決定され
る凡その位置を補正するために無線航法信号源までの距離の各測定値に適用される補正情
報を含むことを特徴とする、請求項１ないし４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項６】
　受信される航法信号に基づき、前記受信機によって凡その位置を決定するステップを含
むこと、及び処理ステップの間、位置決定に関連する情報が、前記受信機によって決定さ
れた凡その位置の完全性に関する情報を含むことを特徴とする、請求項１ないし５のいず
れか一項に記載の方法。
【請求項７】
　受信される航法信号に基づき、前記受信機によって凡その位置を決定するステップを含
むこと、及び処理ステップの間、位置決定に関連する情報が、無線航法信号源までの距離
の各測定値に関する完全性情報を含み、これによって、前記受信機によって決定される凡
その位置を補正して、受信機が受信航法信号の内の少なくとも一つを考慮しないようにす
る、及び／又は各距離測定値の影響に重み付けして受信機の位置を決定することを特徴と
する、請求項１ないし６のいずれか一項に記載の方法。
【請求項８】
　受信される航法信号に基づき、前記受信機によって凡その位置を決定するステップを含
むこと、及び予測ステップの間、複数の地上位置のうちの一部の地上位置が、前記凡その
位置の近傍、又は処理ステップにより決定された以前の位置の近傍に選択されることを特
徴とする、請求項１ないし７のいずれか一項に記載の方法。
【請求項９】
　データベースが、位置、及びこれらの位置に予測される受信特性に関する情報を含み、
この情報は予測される特性が有効であると考えられる期間を表わし、処理ステップで前記
データベースを使用することを特徴とする、請求項１ないし８のいずれか一項に記載の方
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法。
【請求項１０】
　使用される特性の内の少なくとも一つが受信機に供給される位置情報となるまで、処理
ステップにおいて異なる特性を順次処理することを特徴とする、請求項１ないし９のいず
れか一項に記載の方法。
【請求項１１】
　前記受信特性が、受信機によって受信される信号の受信電力を含むことを特徴とする、
請求項１ないし１０のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１２】
　前記受信特性が、受信される無線航法信号の相関関数に固有の一組の値を含むことを特
徴とする、請求項１ないし１１のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１３】
　前記受信特性が、受信機によって受信される信号の偏波を含むことを特徴とする、請求
項１ないし１２のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１４】
　前記受信特性が、受信機によって受信される信号の周波数ずれを含むことを特徴とする
、請求項１ないし１３のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１５】
　前記受信特性の内の少なくとも一つを処理ステップの間に使用して、各無線航法信号源
の視認状態を決定し、この視認状態を使用して位置決定に関連する情報を決定することを
特徴とする、請求項１ないし１４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１６】
　処理ステップの間に、受信機の速度及び移動方向を決定することを特徴とする、請求項
１ないし１４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１７】
　無線航法信号受信機の位置決定装置であって、
－無線航法信号源によって送出される信号の受信特性を、複数の地上位置に関し、前記信
号源の位置、電磁波伝搬モデル、及び前記位置の各々の環境に既知の地形情報の関数とし
て予測する手段、
　－前記予測された特性をデータベースに保存する手段、
　－前記受信機によって無線航法信号を受信する手段、
　－前記受信機によって受信された信号の受信特性を測定する手段、及び
　－実際に測定された特性及び予測された特性を処理して前記受信機の位置に関する情報
を供給する手段
を備えることを特徴とする装置。
【請求項１８】
　無線航法受信機であって、
　－前記受信機によって受信される信号の受信特性を測定する手段、
　－無線航法信号源によって送出される信号の受信特性を受信する手段であって、前記受
信特性が、複数の地上位置に関し、前記信号源の位置、電磁波伝搬モデル、及び前記地上
位置の各々の環境に既知の地形情報の関数として予測される、受信手段、及び
　－測定された特性及び予測された特性を処理して前記受信機の位置に関する情報を供給
する手段
を備えることを特徴とする無線航法受信機。
【請求項１９】
　無線航法支援サーバであって、
　－無線航法信号源によって送出される信号の受信特性を、複数の地上位置に関し、前記
信号源の位置、電磁波伝搬モデル、及び前記地上位置の各々の環境に既知の地形情報の関
数として予測する手段、
　－前記予測された特性をデータベースに保存する手段、及び
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　－ユーザからのリクエストに応じ、前記地上位置に予測される前記受信特性を供給する
手段
を備えることを特徴とする無線航法支援サーバ。
【発明の詳細な説明】
【発明の開示】
【０００１】
　本発明は位置決定方法及び装置に関する。具体的には、本発明は、衛星の位置及び航法
受信機の環境に関する情報を利用することにより、衛星航法システムの性能を向上させる
。本発明は、望ましくない波、又は潜在的な波の伝搬を含む現象によって性能が大きく劣
化する環境における航法の性能を向上させることができる。
【０００２】
　衛星航法システムは、世界のあらゆる場所において、宇宙空間の衛星によって放出され
る波の伝搬時間を測定することにより、３次元（ｘ，ｙ，ｚ）で受信機の位置を特定する
ことができる。しかしながら、これらのシステムは、都市地域又は建物内部のような劣悪
な環境では部分的にしか動作しない。波放出衛星と受信機の間で電磁信号が視線方向に伝
搬するという前提に基づく位置計算は、信号が受信機周囲の環境によって妨害されるか、
又は極端に減衰する場合には不可能となる。この計算にはまた、航法受信機を取り囲む障
害物に信号が反射することにより、大きな誤差が生じる。
　種々の衛星航法位置決定システムが知られている。
　これらの衛星位置決定システムは、都市地域又は建物内部のような劣悪な環境において
は部分的にしか動作しない。衛星が送出する電磁信号は視線に沿って伝搬するという前提
に基づく位置計算は、信号が受信機周囲の要素（例えば、ユーザが戸外に居るときの建物
又は山、或いはユーザが建物内に居る場合の建物の構成）によって反射されるか、妨害さ
れるか、又は極端に減衰する場合には不可能となる。
【０００３】
　特許文献１は、衛星信号を使用し、位置決定計算センターと連携して移動ユニットの位
置を決定する方法及び装置について記載しており、この場合位置計算センターは、地理情
報システムを利用して、信号及び遅延信号又は反射信号の電力を含む使用可能な受信信号
のシミュレーションを行う。この方法では更に、衛星データに加え、移動受信機も接続さ
れているセルラー通信システムの信号を使用して位置計算センターと通信する。この方法
では、実際の受信データとシミュレートモデルとを比較して移動ユニットの位置の近似精
度を高める。
　この方法は、計算センターにおいて大量のリアルタイム処理を必要とし、且つ実際には
その応答時間が非常に長い。
【０００４】
　本発明はこれらの不具合を解決する。
　更に一般的には、本発明が解決すべき不具合は、制約的な環境（都市地域、山）におけ
る衛星航法システムの可用性及び精度の問題に関する。
【特許文献１】国際公開第ＷＯ０１／８６３１５号パンフレット
【０００５】
　第１の態様によれば、本発明は無線航法信号受信機の位置決定方法に関し、本方法は、
　－一組の地上位置について、無線航法信号源の位置、電磁波伝搬モデル、及び前記位置
の各々に既知の地形情報の関数として、前記信号源が送出する信号の受信特性を予測する
予測ステップ、
　－前記受信機が無線航法信号を受信するステップ、
　－前記受信機によって受信された信号の受信特性を測定するステップ、及び
　－実際に測定された特性及び予測された特性を処理することにより、前記受信機の位置
決定に関連する情報を供給するステップ
を含むことを特徴とする。
　これらの測定によって、処理期間が大きく短縮され、且つコンピュータシステムに使用



(5) JP 2008-527364 A 2008.7.24

10

20

30

40

50

される処理リソースが非常に小さくなる。本発明の使用により、従来の方法では受信機の
位置を決定するのに衛星信号が不十分な場合も、誤差発生源を回避し、位置決定サービス
又は航法サービスの提供範囲を拡大する手段が提供される。本発明は、劣化信号又は喪失
信号を考慮する手段を提供する。
【０００６】
　特定の特徴によれば、処理するステップは、実際に測定された特性を予測された特性と
一致させることにより、前記受信機が取り得る少なくとも一つの位置を供給するステップ
を含む。
　これらの構成により、一致させるステップにおいて、実際に測定された値と予測値を対
応させ、複数の可能な位置を補間する、及び／又は複数の可能な位置を消去するステップ
を行なうことができるので、処理が迅速に行なわれ、よって位置決定が可能になる。
【０００７】
　特定の特徴によれば、処理するステップの間に、複数の位置の予測が同程度の一致度を
有する場合、受信機の変位及び受信機の連続する位置の内の少なくとも２つを外挿するこ
とにより、可能な位置の内から一つを選択する。
　これらの構成により、行なわれる処理では受信機の連続位置が考慮され、位置決定の信
頼度が向上する。
【０００８】
　特定の特徴によれば、上述で簡単に説明した方法は、受信された航法信号に基づいて、
前記受信機によって凡その位置を決定するステップを含み、且つ処理するステップの間、
位置決定に関連する情報は、前記受信機によって決定された凡その位置に適用すべき補正
情報を含む。
　これらの構成により、受信機はその位置を２つのステップで正確に決定する。
【０００９】
　特定の特徴によれば、上述で簡単に説明した方法は、受信した航法信号に基づいて、前
記受信機によって凡その位置を決定するステップを含み、且つ処理するステップの間、位
置決定に関連する情報は、前記受信機によって決定された凡その位置を補正するために無
線航法信号源までの距離の測定値の各々に適用される補正情報を含む。
　これらの構成により、位置決定の精度が更に向上する。
【００１０】
　特定の特徴によれば、上述で簡単に説明した方法は、受信した航法信号に基づいて、前
記受信機によって凡その位置を決定するステップを含み、且つ処理するステップの間、位
置決定に関連する情報は、前記受信機によって決定された凡その位置の完全性に関する情
報を含む。
　これらの構成により、ユーザは位置決定の完全性を考慮に入れることができる。
【００１１】
　特定の特徴によれば、上述で簡単に説明した方法は、受信した航法信号に基づいて、前
記受信機によって凡その位置を決定するステップを含み、且つ処理するステップの間、位
置決定に関連する情報は、無線航法信号源までの距離の測定値の各々に関する完全性情報
を含み、この完全性情報を用いることにより、前記受信機によって決定された凡その位置
を補正して受信機が受信した航法信号の内の少なくとも一つを考慮対象から外す、及び／
又は各距離測定値の影響に重み付けして受信機の位置を決定する。
　これらの構成により、受信機の位置を迅速に、正確に、且つ完全に決定することができ
る。
【００１２】
　特定の特徴によれば、上述で簡単に説明した方法は、受信した航法信号に基づいて、前
記受信機によって凡その位置を決定するステップを含み、且つ処理するステップの間、複
数の地上位置の内の一部が、前記凡その位置の近傍、又は処理するステップにより決定さ
れた以前の位置の近傍に選択される。
　これらの構成により、考慮すべき地上位置の数が減る。
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【００１３】
　特定の特徴によれば、データベースは、位置及びこれらの位置に予測される受信特性に
関する情報を含み、この情報は、予測される特性が有効であると考えられる期間を表わし
、処理するステップでは前記データベースを使用する。
　これらの構成により、一致させるステップは、当該期間中に実際の衛星位置に対応する
予測特性を用いて行なわれる。
【００１４】
　特定の特徴によれば、処理するステップにおいて、使用される特性の内の少なくとも一
つが受信機に位置情報を提供するまで、異なる特性を順次処理する。
　これらの構成により、リソースの消費が最適化される。好適には、第１ステップでは、
必要な処理リソースが最少である特性を処理する。
【００１５】
　特定の特徴によれば、前記受信特性は、受信機によって受信される信号の受信電力を含
む。
　特定の特徴によれば、前記受信特性は、受信した無線航法信号の相関関数に固有の一組
の値を含む。
【００１６】
　特定の特徴によれば、前記受信特性は、受信機によって受信される信号の偏波を含む。
　特定の特徴によれば、前記受信特性は、受信機によって受信される信号の周波数ずれを
含む。
【００１７】
　これらの構成の各々により、位置を更に正確に決定することができ、且つ制約の多い環
境、即ち、従来の方法を使用して位置を決定するには無線航法信号の到達範囲が十分では
ないエリアにおいて利用することができる。
【００１８】
　特定の特徴によれば、処理するステップの間に、前記受信特性の内の少なくとも一つを
使用して、各無線航法信号源の視認性状態を決定し、この視認状態を使用して位置決定に
関連する情報を決定する。
　これらの構成により、処理が迅速に行なわれる。
【００１９】
　特定の特徴によれば、処理するステップの間に、受信機の速度及び移動方向を決定する
。
　これらの特徴により、受信機の速度及び方向に関する情報を受信機に提供することがで
きるか、又は当該情報を後続の予測ステップに使用することができる。
【００２０】
　第２の態様によれば、本発明は、無線航法信号受信機の位置決定装置に関し、本装置は
、
　－複数の地上位置について、無線航法信号源によって送出される信号の受信特性を、前
記信号源の位置、電磁波伝搬モデル、及び前記位置の各々の環境に関する地形情報の関数
として予測する手段、
　－データベースへの保存手段、
　－前記受信機によって無線航法信号を受信する手段、
　－前記受信機によって受信される信号の受信特性を測定する手段、及び
　－実際に測定された特性及び予測特性を処理して前記受信機の位置に関する情報を供給
する手段
を備えることを特徴とする。
【００２１】
　この装置の利点、目的、及び特徴は、上述で簡単に説明した方法の利点、目的、及び特
徴と同様であるので、ここで繰り返さない。
　本発明の他の利点、目的、及び特徴は、添付図面に関連して、例示を目的とし、いかな
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る意味でも本発明を制限しない後述の説明により明らかになる。
【実施例】
【００２２】
　本発明は、無線航法システム、例えば衛星システムの性能を、航法受信機の環境に関す
る情報を取得することにより、及び衛星からこの環境への信号伝搬をモデル化することに
より、向上させる装置及び方法に関する。本特許において説明する受信機の環境は、自然
環境、都市環境、及び建物内部を含む。
　本方法は、同様に、ＧＮＳＳ（世界衛星航法システム）の衛星、及びローカル又はグロ
ーバルと呼ばれるこれらの衛星の補完要素、或いは航法システムの補完ソース（地上又は
航空機の補助的な無線周波数発生源）に適用することができる。
【００２３】
　無線周波数信号を送出し、これらの信号を測定することにより信号源までの距離又は信
号源の方向を推定可能にする全ての信号源は、本発明において、航法システムの補完ソー
スと見なされる。
　航法性能の向上は、一又は複数のユーザの環境に固有の電磁放射伝搬の固有値を予測し
、次にこれらの同じ特性についてユーザが行なう予測及び測定を処理して、ユーザの位置
決定に関する情報、例えばユーザの位置、ユーザ位置の推定に適用される補正、及び／又
は推定されるユーザの位置の完全性の評価、及び／又はユーザが受信する各信号の完全性
に関する情報を取得することにより行なわれる。
【００２４】
　「予測」という用語は、本明細書では、注目するパラメータを事前に計算し、これらの
パラメータをデータベースに保存する方法を指すために使用される。前記予測は、実用環
境における電磁波の伝搬モデルを取り入れたソフトウェア手段を使用して行なわれる。前
記ソフトウェア手段は衛星又は衛星の補完ソースの位置、及び衛星と同じだけ離れたこれ
らの補完ソースからの波の伝搬を、考察対象の環境を考慮して計算する。
　位置情報又は他のナビゲーション情報は、最初にソフトウェア手段によって予測され、
次に航法受信機が測定する電磁特性に基づいて、空間－時間処理アルゴリズムを使用して
推定される。
【００２５】
　図１は、本発明に使用される要素及び方法の概要を示す。図１は受信機１００、コンピ
ュータシステム１３０、及び地理情報システム１５０を示している。
　航法受信機１００は、衛星航法受信機が行なうように、無線航法信号を受信し、これら
の信号の特性を測定する手段１０５を含む。受信された信号の受信特性は、航法システム
の衛星、及び利用可能なその補完ソースから送出される信号に基づいて測定される。受信
機１００は更に、測定されたパラメータ、即ち航法システムのソースの内の少なくとも一
つの信号伝播の特性をコンピュータシステム１３０に送信する手段１１０を有する。
【００２６】
　変形例として、特定の情報は、コンピュータシステム１３０が行なう（例えば、後述の
データベース及びソフトウェア処理手段が行なう）測定の測定値の関数として決定するこ
とができる。
　コンピュータシステム１３０は、ソフトウェア予測手段（更に、ソフトウェア予測手段
１３５、データベース１４０、ソフトウェア処理手段１４５、及びナビゲーションアプリ
ケーション１５５を有する）を備える。
【００２７】
　ソフトウェア予測手段１３５は、複数の地上位置の受信特性の値を予測する。これらの
予測値はデータベース１４０に保存される。ソフトウェア処理手段１４５は、受信機が行
なう測定の実際の測定値及び予測される測定値を処理して、受信機１００の位置をこの受
信機及び／又はナビゲーションアプリケーション１５５に供給する。
【００２８】
　受信特性の測定に関する方法の一実施例を、本発明の適用分野をこれらの方法に限定す
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ることなく、説明を目的として以下に説明する。
　受信機１００の位置は、コンピュータシステム１３０が使用する受信特性の内の一つと
することができる。同様に、航法信号のソースの各々の遠隔測定は、コンピュータシステ
ム１３０が使用する受信特性の内の一つとすることができる。
【００２９】
　別の受信特性、即ち衛星からの信号の受信電力は、航法受信機１００からの位相チャネ
ル（Ｉ）、及び直交位相チャネル（Ｑ）を通過する電気エネルギーを測定することにより
決定することができ、このエネルギーの観測時間に合わせて補正することができる。一般
的に、エネルギーが相関器の入力側及び出力側と、異なるフィルタ帯域とで測定される場
合、信号対雑音密度比Ｃ／ＮＯの測定値が参照される。この受信電力測定は普通、既知の
航法受信機により行なわれ、よって各衛星信号の取得又は追尾のモニタリングが行われる
。一部の既知の種類の受信機では、この信号対雑音密度比に基づいて推定される受信電力
を使用して、位置決定アルゴリズムにおいて受信機と衛星の間の各疑似距離測定値による
影響に重み付けすることができる。
　本発明を適用する際、測定結果は、受信機環境及びこの環境における伝搬現象のモデル
化に既知の情報に応じて予測可能な伝搬特性又は受信特性に関係する。各受信機チャネル
で受信される電力（各衛星又はナビゲーションソースの）は、具体的には、ソースから受
信機に向かう波の伝搬の特性である。変形例として、伝搬特性を表わすために閾値を使用
する。例えば、閾値を使用して、航法信号のソースから受信される信号が直接（視線上で
）受信されるか、それとも特定の伝搬現象（反射、材料中の伝搬、回折）が生じた後に受
信されるかを判断する。視線上での衛星からの信号の受信は、本発明の構成に特に関連す
る。このコンセプトは、測定手段、及びコンピュータシステムのソフトウェア手段の両方
において使用が簡単であることから、伝搬の第１の固有要素としてソフトウェア処理手段
で使用することができる（後述）。
【００３０】
　衛星を送出源とする信号から得られる電力測定値の変化も使用される。伝搬チャネルに
おいて反射又は回折が生じる場合、測定電力の周期的変化が観察され、この変化は時間及
び空間の両方で生じる。従ってこの変化の測定値は、信号の伝搬に関する情報となり、特
にナビゲーション測定を妨害する反射経路の有無を判断するために使用できる。
【００３１】
　図４は、航法受信機が衛星を直接検出するだけでなく、固定反射体による反射によって
も検出する場合の、時間の経過に伴う電力変化の一例を示す。振幅変化の測定値及び／又
は空間又は時間の変化の形状は、測定手段１０５によって供給可能な特性である。
　衛星航法システムにおいて行なわれる距離測定は、各衛星が送信するナビゲーションコ
ードを受信機が生成する応答に同期させることにより行なわれる。具体的には、時間相関
の原理及びコード判別器を使用してコード位相のシフトを測定し、この測定値を、コード
とコードへの応答とを同期させる追尾ループに使用する。この方法は普通、相関関数を使
用して説明される。
【００３２】
　図５は、この相関関数の従来の形状（ＧＰＳ型衛星のＣ／Ａコードを使用する従来の場
合の）を明示している。マルチパス現象により生じるエラーは、相関関数の歪みを分析す
ることにより予測できる。衛星から放出される各光線には、伝搬現象の遅延及び固有電力
が加わる。従って、結果として得られる相関関数は、同じ衛星から放出され、且つ異なる
経路を辿る全ての光線の影響を考慮に入れてプロットすることができる。図６は、固有の
マルチパス相関関数の一例を示す（最も上の曲線は、各光線に固有の相関関数の合成結果
である）。遅延及び減衰又は利得を持つ信号の影響による相関関数の歪みを、直接経路と
比較して観察することができる。
　測定手段１０５は、この相関関数の値を、複数のポイントで測定するか、又はいわゆる
「マルチ相関器」受信機、又はＦＦＴ（高速フーリエ変換）を用いた取得原理を使用する
受信機の場合、相関関数全体をプロットする。この相関関数の形状は伝搬現象に大きく関
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連しているので、この測定は本発明に特に適しており、測定値を予測値と関連させて比較
することができる。
【００３３】
　偏波も伝搬特性である。従来の航法システムにおける波は、衛星によって右旋円偏波と
して放射される。従って、直接受信される光線はこの偏波状態を有し、反射又は透過され
ているか、或いは回折した波は、異なる偏波状態、即ち右旋又は左旋楕円偏波を有する。
測定手段１０５は、先行技術に記載の、異なる偏波、普通は右旋及び左旋円偏波を受信す
る複数のアンテナ、又は直線偏波特性を持つが異なる方向に向く二つのアンテナの使用に
基づく偏波状態の測定方法を使用する。
　各衛星の周波数のシフト（「ドップラー」効果）は、衛星及び受信機の衛星－受信機軸
上での相対速度に依存する。ドップラーシフトは、以下の２つの項に分けることができる
。
　ＤｏｐｐｌｅｒＴｏｔａｌ＝ＤｏｐｐｌｅｒＲｅｃｅｉｖｅｒ＋ＤｏｐｐｌｅｒＳａｔ
ｅｌｌｉｔｅ
【００３４】
　第１項は受信機１００の変位の影響に対応し、第２項は衛星の変位の影響に対応する。
従って、位相追尾ループにより受信機において測定されるドップラーシフトの測定値は、
移動受信機の速度に関する情報の推定値となる。
　しかしながら、マルチパスによって特徴付けられる環境では、受信機のドップラー効果
の測定が正しく行なわれない。反射された信号の実際のドップラーシフトは、信号がアン
テナに到達するときの、伝搬軸における受信機の相対速度に相当する。従って、反射ポイ
ントの位置によって、ドップラー測定により、移動体の速度の計算の不正確な情報が提供
される。この原理を図７に示す。
【００３５】
　視線経路上でのドップラー計算値と、反射経路上でのドップラー計算値との差異は、図
７に示すマルチパスでの受信が行なわれる典型的な事例において観察することができる。
直接経路では、次式が成り立つ。

　反射経路については、次式が成り立つ。

　従って、ドップラーシフトの差異は、測定が直接経路に対して行われるか、又は反射経
路に対して行なわれるかによって、移動受信機の速度、及びこの速度ベクトルと反射経路
の入射方向とがなす角度に関連する。
【００３６】
　電磁信号の受信又は伝搬の特性パラメータは次の項目を含む。
－受信機によって推定される受信機の位置、
－受信機によって推定される、受信機から各無線航法信号源までの距離、
－信号から受信される電力、又はこの電力の変化、
－ナビゲーションコードの相関関数、
－航法受信機アンテナを通過する電磁波の偏波、
－各信号の周波数シフト又はキャリア位相（ドップラー効果、伝搬効果等）、及び／又は
－信号の伝搬に固有の他のいずれかの情報
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　考慮される衛星航法受信機は、ＧＰＳ（登録商標、全地球測位システム）受信機、静止
衛星、例えばＥＧＮＯＳ（登録商標、欧州静止衛星航法オーバーレイサービス）システム
又はＷＡＡＳ（登録商標、広域補強システム）からＳＢＡＳ（静止衛星型航法衛星補強シ
ステム）方式の受信を行なう受信機、ＧＬＯＮＡＳＳ（登録商標、全地球衛星航法システ
ム）航法システムという程なく運用されるガリレオと呼ばれる航法システムを使用する受
信機、及びこれらの衛星航法システム、又は他のいずれかの既存又は将来の衛星航法シス
テムの組み合わせを使用する同等の受信機を含むが、これらに限定されない。航法受信機
は、ローカル補強無線周波数システム又は他の無線航法手段（疑似衛星ＬＯＲＡＮ－登録
商標、Ｌｏｎｇ　ＲＡｎｇｅ　Ｎａｖｉｇａｔｉｏｎの頭文字）から送出される航法信号
を処理することもできる。
【００３７】
　コンピュータシステム１３０は、ソフトウェア予測手段１３５、データベース１４０、
及びソフトウェア処理手段１４５を使用する。
　ソフトウェア予測手段１３５は、伝搬に固有の特定数のパラメータの値又は状態を、少
なくとも所定の瞬間、及び複数の地上位置に関して予測する。例えば、予測対象となる位
置は、方形又は三角形の格子を持つ規則的なメッシュに５メートル間隔で位置する。
【００３８】
　予測パラメータは、航法受信機が送信するパラメータに対応する。例えば、ドップラー
効果の第２項は、衛星航法システムの航法メッセージに含めて同報通信される天文暦又は
暦を使用して、衛星の軌道を考慮することにより予測することができる。従って、各衛星
のドップラーシフトの測定値は、伝搬現象に応じて変動し、本発明によれば、実際のドッ
プラー測定値及び予測ドップラー値の処理に使用することができる。具体的には、この測
定値を使用して、ソフトウェア処理手段１４５の関連情報である反射経路の受信を検出す
ることができる。また、このソフトウェア処理手段を使用して、ドップラー測定値に基づ
き、考察対象の反射体の位置及び方位の関数としてマルチパスによる影響を予測すること
により、移動体の速度の推定値を補正することができる。
　一般的に、ソフトウェア予測手段１３５が行なう予測は、衛星航法システムが使用する
伝搬現象に類似する電磁波伝搬現象の物理モデルに基づいている。モデル化には統計モデ
ル又は決定論的モデルを使用することができる。決定論的モデルの中で、ソフトウェア予
測手段１３５は、幾何光学理論及び回折理論（回折の均一化理論、回折の物理理論）に基
くモデルを使用することができる。本発明は、電磁波の伝搬のモデル化に関する他のあら
ゆる理論を使用することができる。コンピュータシステム１３０には地理情報システム１
５０から情報が供給されて処理対象の環境のモデル化が行われ、コンピュータシステムは
データベース１４０に電磁特性に関する情報を供給し、処理環境において予測される衛星
信号を、少なくとも一つの期間、及び複数の地上位置に関して受信する。
【００３９】
　本明細書において「予測」という用語は、ソフトウェア予測手段１３５が行なう全ての
伝搬計算を指すために使用される。「予測」という用語が使用されるのは、本発明に従っ
て、アプリケーションの注目ゾーン（都市領域、特定のビルディング等）において伝搬計
算が予め行なわれ、計算値が電磁信号源の将来の位置の関数としてデータベース１４０に
保存されるためである。これらの予測を適用するために、本発明は計算を行なうために利
用することができるリソースに関連する問題を解決し、その要件を満たす。
　環境モデルに基づいて受信特性を予測する方法の実行は、本技術分野の当業者には標準
的な方法である。例えば、上述のＣ／Ｎ比を予測する方法は、Yongcheon suh等による表
題"Evaluation of multipath error and signal propagation in complex 3D urban envi
ronments for GPS multipath identification"（ION GNSS 17th International meeting 
of the satellite division, 21-24 Sept. 2004）の1147-1156頁に記載されている。
【００４０】
　予測においては、ソフトウェア処理手段１４５によって処理が行なわれる各時点で、デ
ータベース１４０に記録されている情報が有効性を維持できるように、時間分解能、即ち
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有効期間を選択する。予測値の変化は、移動体が位置するゾーンに対する衛星の位置の変
化に大きく依存する。従って、その間に衛星から送出される信号の伝搬に関連する予測情
報が非常に大きく変化することがないと仮定して、予測に比較的小さい時間分解能（数分
のオーダーの時間分解能、即ち有効期間の継続時間）を選択することができる。予測の時
間分解能を最適化することによって、ソフトウェア予測手段１３５に必要な計算リソース
を大きく減らすことができる。
　更に、衛星の移動は周期的であり、地球の周回とほぼ同じ回転周期を有するので、衛星
集合体の複数の連続するコンフィグレーション周期に同じ予測が有効である。例えば、Ｇ
ＰＳの周期は２３時間５６分であり、ガリレオ衛星の周期は約３日である。しかしながら
、このサイクルは理論上の数値であり、ずれが生じ得る。従って、予測に必要な計算リソ
ースは減る。しかしながら、予測はできる限り頻繁に、利用可能なリソースに関係させて
繰り返すことが好ましい。
【００４１】
　データベース１４０に含まれるデータの空間分解能（分析対象の２つの地上位置の間の
距離）は、アプリケーション及び要求される位置決定の精度性能、及びこれらのデータの
計算及び保存に利用可能なリソースに応じて選択される。
　データ保存に必要なメモリ空間を減らす一の手段では、予測を行なう地上位置の数を減
らす。例を挙げて説明すると、ソフトウェア処理手段１４５が実行する処理アルゴリズム
の原理では、データベース１４０のいずれのポイントが位置解（予測される特性と実際に
測定された特性との相関が強いポイント）となり得るかを判断することができる。目的は
、考察対象となり得るポイントの数を減らすことであり、ポイントの数が減ることによっ
てこれらのポイントにおける予測の更新も減る（特に、処理結果に応じて予測が実際にリ
アルタイムで更新される場合）。この方法によって、予測に必要な計算リソースを減らす
ことができる。
【００４２】
　保存される予測情報は、ソフトウェア処理手段１４５に有用な信号の伝搬特性又は受信
特性の全て、即ち航法受信機１００によっても測定される特性の全部又は一部を含む。各
疑似距離測定又はドップラー測定の有効性を推定するために使用される統計情報又は確率
的情報もデータベースに保持され、よってこれらの情報がソフトウェア処理手段１４５に
よって考慮される度合いの重み付けが最適化される。
　地理情報システム（ＳＩＧ）１５０は、ソフトウェア予測手段１３５に対し、複数の地
上位置の環境の地形モデルを供給する。本明細書における「環境」という用語は、考察対
象の地上位置を取り囲むゾーンに位置する全ての物理要素（天然のレリーフの不連続性、
又は人工構造物）を含む。環境のモデルは、好適には、光線追跡を使用するモデルのよう
な、可能な伝搬モデルに特に良好に適合させた３次元デジタルモデル（３Ｄモデル又は２
．５Ｄモデルも可能）を使用して構築される。
【００４３】
　データベース１４０は、データベースにおいて参照される各地上位置について、又はソ
フトウェア処理手段１４５が以前の処理結果に基づいて決定された好適な数の複数の地上
位置について、及び好適には将来の複数の期間について、衛星信号の一組の電磁波受信特
性、及びこれらの衛星の補完ソースの特性を保持する。
　ソフトウェア処理手段１４５は、受信機によって測定される受信特性又は伝搬特性、及
びデータベース１４０のコンテンツを使用して、受信機の少なくとも一つの可能な位置を
、受信機が供給する位置推定値の関数として、即ち受信信号の関数又は以前の受信機位置
の関数として、或いはこれらの２つの組み合わせの関数として、決定する。
【００４４】
　変形例では、処理ステップの間に、ソフトウェア処理手段１４５は、受信機の視認性の
状態、即ち視線上の視認性（遮蔽物無しの）がある状態か、間接的視認性（衛星からの信
号が、遮蔽されるにも拘らず受信される）がある状態か、又は衛星群の各衛星について受
信される信号が無い状態かを判断する。
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　受信機が当該受信機の位置を、受信機が受信する電磁信号の関数として推定できる場合
、ソフトウェア処理手段は、受信機によって推定された位置の近傍に位置するデータベー
スに格納される可能な位置を探索するだけである。次の予測はこれらのポイントにおいて
のみ行なわれるので、計算リソースが限定される。
【００４５】
　受信機は、当該受信機が受信する電磁信号の関数として当該受信機の位置を推定できな
い場合、この受信機が以前に位置していた少なくとも一つの位置を供給し、処理手段が補
間法によって、受信機の推定位置を決定し、受信機によって推定された位置の近傍の位置
について、データベース内の可能な位置のみを探索する。変形例では、コンピュータシス
テムが受信機の連続する位置を記憶する手段を備えており、ソフトウェア処理手段１４５
によって適用される処理方法に変位情報を使用する。好適には、これらの位置は別の動作
データベースに保存され、予測値のみを含むデータベース１４０には保存されない。
　ソフトウェア処理手段１４５は、これら可能な位置における特性の相関係数と測定され
る特性の間で補間を行なうことにより、又は受信機が連続的に占める位置の補間を行なう
ことにより、これら可能な位置の関数として最も確率の高い位置を決定する。
【００４６】
　ソフトウェア処理手段１４５は、ベイジアン式の確率的推論モデル（カルマンフィルタ
、「隠れマルコフ」モデル、確率格子、粒子フィルタリング、神経回路網等）、多項式補
間、ステートロジック、又はこれらの方法の組合せに基づくモデルを使用する多種多様な
数学的手法を利用することができる。
　上述のように、処理ステップの目的は、測定された受信特性及び予測される受信特性に
基づいて、最も確率の高い受信機の位置を取得することである。この目的を達成するため
に、処理ステップでは、各ポイントが受信機の実際の位置に対応する確率を、アプリオリ
な情報（データベース１４０に保存される予測特性）及び測定された特性を考慮して、可
能なユーザ位置に対応する格子を定義する複数のポイントにおいて決定する。
【００４７】
　処理アルゴリズムの一実施例を以下に示す。
　異なる衛星を視線（ＬＯＳ）上に見えるように捉える事後確率は、測定される特性、例
えばこれらの衛星から受信される信号の信号対雑音比に基づいて決定することができる。
従って、結果として、所定時点での受信機における、事後視認状態と呼ばれる相対確率の
ベクトルが得られる。更に、データベース１４０は、上述の格子における異なるポイント
の事前確率ベクトル（又は事前確認の視認状態）を、直接又は予測された特性に基づく事
前計算を使用して供給する。事前視認状態と事後視認状態との差異により、格子の異なる
ポイントにおける受信機の位置の確率、即ち、単純な比較により最も確率の高い位置を容
易に抽出できる確率格子が与えられる。
【００４８】
　推定のエラーを減らすため、異なる種類の状態に対応する複数の確率格子点を取得し、
次いで得られた格子点を比較することができる。
　上に提示した処理アルゴリズムにより受信機の位置が得られるが、一般的に、当該アル
ゴリズムは、追加として又は代替として、ナビゲーション情報を提供することができる。
－受信機の位置、又は位置決定領域
－受信機の速度
－移動方向
【００４９】
　次に、この情報を使用してナビゲーションアプリケーションを有効にすることができる
か、又はこの情報を受信機に送信することができ、よって航法受信機に固有の信号の処理
が最適化される。受信機は受信した衛星信号に多数の処理を行ない、例えば信号に追尾ル
ープを同期させる。この同期化は、受信機の位置に関する情報によって、場合によっては
受信機位置の近似値によっても容易になる。従って、処理手段が決定する位置は、航法受
信機にとって、特に航法受信機が位置を独自に決定するために十分な測定値を持たない場
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合、有用な情報である。ソフトウェア予測手段によってフォーマットされる他の種類の情
報、例えば航法受信機の位置を取り囲むゾーンの任意の衛星の可視状態又は不可視状態に
関する情報を、信号処理の向上に使用することができる。通常の受信機は、以前は追尾さ
れなかった衛星から送出される信号に対する時間周波数探索を持続的に行なう。受信機を
取り囲むゾーンの任意の所定衛星から（十分な電力レベルで）送出される信号が使用でき
ないことについて本発明の処理ステップにより供給される既知の情報は、計算リソースを
他の受信可能な衛星に集中させることにより、これらの衛星の取得時間を改善し、航法受
信機の使用を減らす手段となる。
【００５０】
　変形例として、アプリケーションが複数の独立した航法システムを使用する場合、ソフ
トウェア処理手段はこれらの予測を利用して各航法システムに関連する性能レベルを決定
することができる。次に、ソフトウェア処理手段は航法受信機にこの定性的情報を供給し
、航法受信機の信号処理計画を制御することができる。例えば、考察対象のシステムの内
の一つがＧＰＳのような衛星システムであり、且つ受信機が地上のソース（例えば、疑似
衛星）の受信を利用する別の位置決定システムを使用できる場合、ソフトウェア処理手段
は受信機に情報を供給し、システムの以前に決定された位置に応じた最良の位置決定性能
を提供するシステムを示唆することができる。
　ここに記載及び提示する実施形態では、ナビゲーションソフトウェア手段１５５はナビ
ゲーションアプリケーションを実行する。ナビゲーションソフトウェア手段はソフトウェ
ア処理手段１４５と、環境に関するデータベース１４０によって供給されるナビゲーショ
ン情報を使用する。従って、環境内における本発明による装置の各ユーザの位置を、３次
元で、例えば航法受信機１００のスクリーン（図示せず）に表示することができる。
【００５１】
　ソフトウェア処理手段１４５は、データベース１４０に保持される予測特性と、航法受
信機によって測定された伝搬特性又は受信特性との比較に基づいている。ソフトウェア処
理手段１４５の目的は、本発明を使用して、各移動受信機１００に関する複数の可能な位
置又は理想的に最も確率の高い位置を供給することである。
　ソフトウェア処理手段１４５によって行なわれる処理は、衛星からの信号の受信に固有
の多数の情報項目に適用される。この情報は状態ベクトルに保存される。考慮される各状
態パラメータは、測定された特性に基づいて決定される。
【００５２】
　状態ベクトルを表わす特性は衛星ごとに与えられ、特に、直接的な視認性、反射後の視
認性、信号対雑音比、相関関数、疑似距離測定、ドップラー測定、及び偏波解析を含む。
　複数の測定時点を、ソフトウェア処理手段１４５によって適用される処理アルゴリズム
が使用することにより、各パラメータの経時変化を評価することができる。例えば、一の
測定時点から別の測定時点までに測定特性が大きく変化したということは、処理に有用な
情報である（例えば、衛星の喪失又は捕捉）。
【００５３】
　直接的な視認性又は間接視認性は、航法受信機が測定する一又は複数の情報項目に基づ
いて決定することができる。当該視認性は、信号対雑音比又はこの比の変化を受信波の偏
波に基づいて測定することにより、又は測定されるドップラーシフトの値とこのシフトの
経時変化を分析することにより、推定することができる。更に、直接経路の測定を劣化さ
せるマルチパスの存在は、相関関数を観察することにより検出することができる。
　視認性パラメータはソフトウェア処理手段１４５にとって非常に重要である。これらの
パラメータによって、可能な位置の空間を大幅に低減し、計算コストを最小にすることが
できる。本発明によれば、処理を階層的に設定することによって、比較対象の情報を最適
化することができる。ソフトウェア処理手段１４５の階層化処理機構の一例を以下に示す
。
【００５４】
　－第１ステップとして、衛星の直接的な視認性及び間接視認性の測定値及び予測値を使
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用して、可能な位置決定解のゾーンを大幅に縮小し、衛星の視認性の状態が予測値と一致
する解のみを取り上げる。次に、視認性が一致するこのゾーンに処理を限定する。利用可
能な衛星の数に応じて、この手順は次に、相関関数測定値、電力測定値、ドップラーシフ
ト測定値、及びこれらの測定値の経時変化等の他の測定値を使用して、処理ゾーンを縮小
するか、又は単に確率的値を処理ゾーンの各地上位置に関連付け、測定値と予測値との間
で行われる処理の質を解釈する。
　－次に、疑似距離測定値及びドップラー法による測定値を使用して、一致性により縮小
した処理ゾーン内に位置を特定する。処理ゾーンでは、各ポイントに関連付けられる確率
的重みは、疑似距離測定値、これらのポイントから衛星までの実際の距離、及び予測され
る疑似距離測定値の一致度を測定することによって特定することができる（予測値はバイ
アスエラー又は分散エラーの推定値を含む）。
【００５５】
　本発明によれば、これらの予測値から得られる情報を、実際にアルゴリズムを用いた位
置決定方法における次のような異なるレベルに適用することができる。
　－ソフトウェア処理手段１４５による処理結果を使用して、存在し得る解の空間を縮小
し、よってナビゲーション性能を精度の面で向上させることができる（図１～７を参照し
て上述し、図３Ａ及び３Ｂに関して以下に説明するように）。
　－予測情報を使用して、各疑似距離測定値の使用を補正又は重み付けすることにより、
位置決定の精度を向上させることができる。十分な無線航法信号が利用可能である場合、
従来の無線航法受信機は、受信機と各衛星との間の距離測定に基づく三角測量法を使用し
て、当該受信機の位置を計算する。これらの測定値は「疑似距離」と呼ばれる。これらの
測定値は伝搬現象によって劣化する。受信機は、ステップ２４５において、これらの疑似
距離測定値をコンピュータシステムに供給することができる。図３Ａに示す第２の実施形
態によれば、伝搬現象の予測により、各無線航法ソースについて該当する測定エラーの評
価手段が得られる。次に、適用される補正値がステップ３００でコンピュータシステムに
よって計算され、ステップ３１０で航法受信機に送信される。受信機はこの補正値を考慮
して、ステップ３２０で従来技術に既知の差動補正手順を用いてその位置の推定値を補正
する。
【００５６】
　－伝搬現象予測情報を使用して、受信機によって疑似距離の測定値の大きなエラーを予
測することができる。つまり、図３Ｂに示す第３の実施形態では、ステップ３３０におい
て、この測定の完全性情報を、各測定値について、受信機により予測される予測値及び実
際の特性測定値の関数として決定する。次に、ステップ３４０で、これらの完全性データ
を受信機に送信する。受信機に送信される完全性情報は、受信機によって決定される位置
、又は各無線航法信号源から送出される信号によって決定される位置について全地球的な
ものとすることができることが分かる。ＷＡＡＳシステム及びＥＧＮＯＳシステムのよう
な、既述の補強システムのフレームワーク内の公知の方法によれば、各測定値のこのよう
な完全性情報を受信機が使用して、ステップ３５０において、測定値を位置決定アルゴリ
ズムに使用するか否かを選択するか（測定値の数が多く、これらの測定値の一部を考慮に
入れずに測定値を使用することができる場合）、又はステップ３５０における位置決定の
際に各測定値の影響度に重みを付けるか（重み付け最小二乗アルゴリズムによる一般的な
三角測量の場合）、又はステップ３６０において、計算された位置完全性ステータスをシ
ステムユーザに送信する。
　処理ステップにより得られた正確な位置の使用を考慮して、衛星を失った場合の受信機
の拘束時間を短縮することもできる。受信機の位置と信号の取得性能（取得時間）の間に
は関連性がある。位置の推定値を使用して受信機による処理を最適化することができる。
【００５７】
　図２Ａは、衛星軌道データをコンピュータシステムに読み込む予備ステップ２０５を示
している。次に、複数の地上位置、例えば都市ゾーン又は山岳ゾーン、即ち本発明による
方法が適用される領域の地形モデルを、予備ステップ２１０の間に地理情報システムから
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コンピュータシステムに読み込む。
　次に、予備ステップ２２０の間に、予測値の空間分解能及び時間分解能を決定する。こ
れらの分解能は、適用領域のゾーンによって異なる。例えば、空間分解能及び時間分解能
は、衛星波の伝搬が妨害される確率が相対的に高くなることを考慮に入れて、最大規模の
都市及び山岳で増大される。
【００５８】
　次に、予備ステップ２２５において、各衛星及び各補完ソースに予測される伝搬特性又
は受信特性を、各地上位置、及びステップ２２０で決定された各期間について、地理情報
システムによって供給される地形情報の関数として決定する。
　ステップ２３０の間、受信機は衛星及び補完ソースから電磁信号を受信する。
【００５９】
　ステップ２３５の間に、受信機は、各ソース、衛星、及び補完ソースからの信号の伝搬
特性又は受信特性を決定する。
　ステップ２４０の間に、受信機は、受信信号の関数として、又は受信機の直近の位置、
速度、及び変位方向の関数として、補間により当該受信機の位置を評価する。変形例とし
て、コンピュータシステムがこの補間を行なう。
【００６０】
　ステップ２４５の間に、受信機は、受信機の位置、受信信号の伝搬特性及び受信特性に
関する評価をコンピュータシステムに送信する。
　ステップ２５０の間に、コンピュータシステムは、分析すべきデータベースの地上位置
及び対象期間の選択を行なう。分析対象の地上位置は、受信機によって分析された位置に
近い地上位置である。
【００６１】
　ステップ２５５の間に、コンピュータシステムは、分析すべき伝送又は伝搬の第１特性
を選択する。
　ソースごとに関連する特性には特に、直接的な視認性、反射後の視認性、信号対雑音比
、相関関数、疑似距離測定、ドップラー測定、及び偏波解析が含まれる。
【００６２】
　第１ステップでは、衛星の直接的及び間接的視認性の測定値及び予測値を使用して、存
在し得る位置決定解のゾーンを、衛星の視認性の状態が予測値と一致する位置解のみを含
むゾーンへと大幅に縮小する。次のステップでは、他の特性を使用して相関関数、電力測
定値、ドップラーシフト測定値、及びこれらの測定値の経時変化を測定する。
　次に、疑似距離測定値及びドップラー法による測定値を使用して、ソフトウェア処理手
段１４５による処理が行われる縮小された一致ゾーンにおいて、受信機の位置決定を明確
に行う。一致ゾーン内の各ポイントに関連させる確率重みは、疑似距離測定値、これらの
ポイントから衛星までの実際の距離、及び予測された疑似距離測定値間の一致度の測定に
よって明らかにすることができる。
【００６３】
　上述の測定又は特性の順番は、実施例としてのみ提示されている。
【００６４】
　ステップ２６０の間（図２Ｂ）、コンピュータシステムは、選択された地上位置及び期
間について、分析対象の特性の値が受信機に測定された値に近い地上位置を探索する。
　ステップ２６５の間、コンピュータシステムは、ステップ２５５で決定された地上位置
の信頼度が閾値より大きいかどうかを判断する。
【００６５】
　信頼度が閾値より大きい場合、コンピュータシステムはステップ２７５に進む。信頼度
が閾値より大きくない場合、ステップ２７０において、コンピュータシステムは新規の伝
搬特性又は受信特性を選択してステップ２５５に示す順番で分析し、ステップ２６０に戻
る。
　ステップ２７５では、コンピュータシステムは、受信機の実際の位置、受信機の速度、
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及び受信機の移動方向を、
　－ステップ２６０で決定した可能な位置、
　－受信機の最近の位置、
　－可能なポイントについて分析された特性の値と、受信機によって決定されたこの特性
の値との差異
の関数として決定する。
【００６６】
　可能な位置に応じて、ソフトウェア処理手段１４５は、受信機の速度及び移動方向を考
慮して、これらの可能な位置に固有の相関係数と、測定された特性との間を補間すること
、又は受信機が連続的に位置する位置を補間することにより、単一の確率的位置を決定す
る。
　次に、ステップ２８０において、コンピュータシステムは、受信機の実際の位置、及び
受信機の速度及び移動方向をナビゲーションアプリケーションに送信する。
【００６７】
　ステップ２８５の間に、ナビゲーションアプリケーションは、受信機の実際の位置、受
信機の速度及び移動方向を使用して、公知の方法によりナビゲーションサービスを提供す
る。
　ステップ２９０の間に、ナビゲーションアプリケーションにより、実際の位置、速度、
移動方向、及びナビゲーションサービスが受信機のユーザに提供される。受信機は所定期
間の経過後にステップ２３０に戻る。
【００６８】
　本発明は、複数の物理アーキテクチャによって実施することができ、標的とするアプリ
ケーションがアーキテクチャの選択に影響する。基本的に異なる２つの解決法が、従来ナ
ビゲーションアプリケーションに使用されている。これらの解決法の基本的な相違は、ナ
ビゲーション解を算出する手段の物理的な位置決めにある。基本的に異なる２つの解決法
は普通、集中型アーキテクチャ（計算センターによって計算されるユーザ位置）及び分散
型アーキテクチャ（各ユーザが計算する位置）である。
【００６９】
　本発明により、２つの主要なアーキテクチャを提案することができる。
　－集中型アーキテクチャを使用する場合、モバイルユーザは移動型航法受信機、及びア
プリケーションサーバと通信する手段のみを有する。モバイルユーザは、ソフトウェア予
測手段、地理情報システム、データベース、及びソフトウェア処理手段１４５を含むサー
バに対し、その測定値を供給する。従って、予測されるナビゲーション情報はサーバに保
存される。アプリケーションに応じて、この情報はユーザ又はアプリケーション管理サー
バに送信することができる。
　－分散型アーキテクチャを使用する場合、モバイルユーザは航法受信機と、ソフトウェ
ア処理手段１４５及びソフトウェア予測手段１３５の動作に必要な計算リソースとを有す
る。想定されるアプリケーションに応じて、ユーザは、当該ユーザのナビゲーション解を
送信し、地理情報システムから情報をダウンロードするための通信手段も有する。当該ユ
ーザは、内部メモリリソースの地理情報システムを使用することもでき、従って外部との
通信接続手段を全く必要としない。この場合、当該ユーザはいわゆるスタンドアローンナ
ビゲーションを行なう。
【００７０】
　ハイブリッド型アーキテクチャ、即ち、受信機が、予測される受信特性を受信する手段
、及びソフトウェア処理手段１４５を含み、無線航法支援サーバがそれに応じてソフトウ
ェア予測手段１３０、データベース１４０、及び場合によっては地理情報システム１５０
を含む、部分的分散型アーキテクチャを提案することもできる。従って、サーバは、クラ
イアントユーザからリクエストを受けると予測受信特性を供給し、クライアントユーザは
処理をハンドリングして位置決定情報を取得する。
【００７１】
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　変形例として、予測データベースは、正確な時間、及びデータベースに保存される予測
の各有効期間における基準時間の関数として予測値を決定するために使用される時間ドリ
フト情報を保持することができる。
　変形例として、ソフトウェア処理手段は、少なくとも２つの期間に予測される特性値を
補間して、正確な時間に対応する予測特性を決定する。
【図面の簡単な説明】
【００７２】
【図１】本発明の特定の実施形態に使用される構成要素を模式的に示す。
【図２Ａ】本発明による方法の第１の特定の実施形態において、図１に示す異なる構成要
素によって使用されるステップの論理的進行を示す。
【図２Ｂ】本発明による方法の第１の特定の実施形態において、図１に示す異なる構成要
素によって使用されるステップの論理的進行を示す。
【図３】Ａは、本発明による方法の第２の特定の実施形態において、図１に示す異なる構
成要素によって使用されるステップの論理的進行を示し、Ｂは、本発明による方法の第３
の特定の実施形態において、図１に示す異なる構成要素によって使用されるステップの論
理的進行を示す。
【図４】航法受信機が直接及び固定反射器によって反射された後の両方で信号を検出する
場合、受信された信号の電力の経時変化の一例を示す。
【図５】航法衛星から放出される電磁波が直接経路を伝搬する場合の相関関数の従来の形
状を模式的に示す。
【図６】特定の衛星から放出されて複数の異なる経路（マルチパス）に沿って伝搬した全
ての光線の影響を考慮した相関関数の結果を模式的に示す。
【図７】ドップラー効果を受けた場合の反射の影響を示す。

【図１】 【図２Ａ】
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【図４】

【図５】

【図６】

【図７】
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